
日野市生活保護事務適正化のための再発防止計画（２０１９年度～２０２１年度） 

Ⅰ．重点実施項目(優先順位、重要度が高く、努力を要するもの　→　四半期ごと確認）

実施項目 具体的内容 最終年度における目標
実施担当部

署
確認
時期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

１．人員体制に関する実施項目

①ケースワーカーの増員
ケースワーカー１人あたりの担
当世帯数を８０世帯とする

・4/1付生活福祉課地区担当員１名増員配置（1
９名→２０名＊産休者１名、病休者１名除き実態
は１８名。下段参照）、セーフティネットコールセ
ンター面接相談員１名増員配置（５名→６名＊育
休者1名、病休者１名除き実態は４名[査察指導
員１名兼務]。下段参照）

＊産休育休、病休者について
・生活福祉課　　　産休１名（R3.4～）病休１名
（R3.4～6⇒現在は復帰）
・セーフティネットコールセンター　育休１名（R
元.10～）病休1名（R3.5～）

＊現況：
・地区担当員５名不足
・持ちケース　地区担当員１人あたり、１２１世帯
・現業員（面接相談員含）１人あたり、９９世帯
・現況：標準数は、８０世帯につき地区担当員１
人
・令和３年６月末現在２，１６６世帯／８０人≒２７
人必要。
生活福祉課地区担当員１８名（産休者１名・病休
者１名除く）＋セーフティネットコールセンター面
接相談員４名（育休者１名・病休者１名除く。査
察指導員１名兼務。）＝２２名
２７人-２２人＝生活保護現業員５名不足

第１四半期同様、地区担当員５名不足
＊東京都市福祉事務所現況調査集計表（R３．
４現在）によると、地区担当員数１人当りの担
当世帯数は、２６市中２番目に多い数を受け
持っている。
参考に１人当たりの担当世帯数が多い福祉事
務所（R３．４現在）
１位　八王子市　　　１１８．１世帯
２位　日野市　　 　　１１４．４世帯
３位　東久留米市　 １１４．０世帯
参考 立川市          　９９．２世帯
参考 国立市　　　　　　８４．７世帯
●２６市平均　　　　 １０１．７世帯

第１、第２四半期の状況に併せて、状況が更に
悪化

・生活福祉課長事務取扱参事　兼務辞令
（R3.12.15付）
・地区担当員　育休１名

＊現況
地区担当員　６名不足

＊令和３年度第４回２６市生活保護担当課長会
資料（R3.10.1付集計）によると、地区担当員１人
当りの担当世帯数は、２６市中最も多い数を受
け持っている。
参考に１人当りの担当世帯数が多い福祉事務
所（R3.10現在）
１位　日野市　　　　１１６．４世帯
２位　清瀬市　　 　 １１５．４世帯
３位　小金井市　　 １１５．３世帯
参考　八王子市　　１０３．７人
　　　　（R3.4～10で地区担当員１０名増員）
参考　東久留米市　１００．８世帯
　　　　（R3.4～10で地区担当員２名増員）
参考　立川市　　　　　９７．８世帯
　　　　（R3.4～10で地区担当員１名増員）
参考　国立市　　　　　７９．４世帯
　　　　（R3.4～10で地区担当員１名増員）

第３四半期と同じ
地区担当員　６名不足
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【第２四半期】
事務職員（福祉）の採用に向けて募集要領を検
討（職員課長）。

【第４四半期】
・ケースワーカーの増員についてはできる限り
の対応をしていただいているものと感謝してい
るが、それを上回るペースでケースが増えてお
り、一人当たり担当世帯数が２６市ワーストと
なっている。このままでは不適正な事務が再発
しかねず、都からも所要人員の確保を勧告され
ていることから一刻も早い人員増を求めたい。
（なお他市では担当世帯数が悪化した団体に
おいても、速やかに増員を図っている模様。）
（健康福祉部長）

・事務職員（福祉）の採用は、年間を通じて実施
するよう努めたが、応募件数などが低調であ
り、また市職員全体の必要とされる職員数にも
及ばない状況となっている。採用とつながるよう
な新たな取り組みにも着手したい。（職員課長）

②庶務係職員の増員
世帯数に応じて正確に業務量を
把握し、庶務係職員の適正数を
配置

・４/１付庶務係増員無し。令和２年度第２四半期
に、職員課と業務内容・業務量から換算し、２名
不足として情報共有をしている。

・第１四半期同様、庶務係職員２名不足
・７月に庶務係内でジョブローテーションを行
い、各業務とも複数人で対応できる体制を作り
始めた。

第１、第２四半期の状況に併せて、状況が更に
悪化

・庶務係職員　病休１名（R3.12～）
＊現況
庶務係職員　３名不足

＊令和３年度第４回２６市生活保護担当課長会
資料（R3.10.1付集計）より
庶務係職員数
　日野市　　５人（１人病休のため実態は４人）
参考　立川市　１０人
参考　小平市　　６人
参考　国立市　　７人

第３四半期と同じ
庶務係職員　３名不足
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【第２四半期】
職員採用と併せ庁内全体での職員配置におい
て検討（職員課長）。
【第４四半期】
職員採用と併せ庁内全体での職員配置におい
て引き続き検討（職員課長）。

①人事的な評価基準の確立
ケースワーカーの業務に沿った
人事評価基準を作成する

・2020年度の人事評価については、生活福祉課
から職員課に提案あり（H３１．４）。他の専門職と
併せ検討継続中。

継続して提案済（生活福祉課）
継続して検討継続中（職員課）

継続して提案済（生活福祉課）
継続して検討継続中（職員課）

継続して提案中（生活福祉課）
継続して検討維持中（職員課）
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【第２四半期】
継続して検討（職員課長）。

②異動基準の確立
長期間の配属とならないように
人事異動を実施する

4/1付で６年（１名⇒査察指導員）・２年半（1名⇒
地区担当員）の職員転出。１０年（1名）在籍職員
有（産休中）

10/1付で4年半（１名）・１年（1名）の職員転出。
10年（1名）在籍職員有（産休中）

10/1付で4年半（１名）・１年（1名）の職員転出
（地区担当員）
12/1付で１年半（１名）の職員転出（地区担当
員）
10年（1名）在籍職員有（産休中）

・第４四半期末現在、１１年（１名）在籍職員有。
ただし、R３年４月より育休中。
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【第２四半期】
10/1付け人事異動に向けて検討（職員課長）。

③職員課と生活福祉課で生活保
護の動向の共有を図る
(毎月の保護世帯数・人員数の共
有)

職員体制の整備につなげる
職員課

生活福祉課
毎月１０日前後に前月の保護世帯数、人員数の
情報共有を図った

毎月１０日前後に前月の保護世帯数、人員数
の情報共有を図った。

毎月１０日前後に前月の保護世帯数、人員数
の情報共有を図った。

毎月１０日前後に前月の保護世帯数、人員数
の情報共有を図った。
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【第２四半期】
今後の採用に向けて採用担当を含め情報共有
を行った（職員課長）。

(3)福祉の専門職の
職員採用

福祉の専門職を採用する 生活保護業務の質の向上 職員課

・4月1日付専門職の配属は無し
・地区担当員２０名中６名専門職配属（社会福祉
士4名、精神保健福祉士1名、ヘルパー研修受講
修了者１名）
・面接相談員６名中1名専門職配属（社会福祉
士・精神保健福祉士）

・10/1付人事異動で社会福祉士の資格を所持
する職員が１名転出。
・上記人事異動の結果、地区担当員２０名中５
名専門職配属（社会福祉士３名、精神保健福
祉士1名、ヘルパー研修受講修了者１名）と
なった。

・10/1付人事異動で社会福祉士の資格を所持
する職員が１名転出。
・上記人事異動の結果、地区担当員２０名中５
名専門職配属（社会福祉士３名、精神保健福祉
士1名、ヘルパー研修受講修了者１名）となっ
た。
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【第２四半期】
事務職員（福祉）の採用に向けて募集要領を検
討（職員課長）。
【第４四半期】
事務職員（福祉）の採用は通年採用にて実施を
継続（職員課長）。

委

委→委員会提案
市→市の実施する
再発防止策

四
半
期

職員課

期別報告 確
認
者

第1四
半期
ｺﾒﾝﾄ

第2四
半期
ｺﾒﾝﾄ

中間
ｺﾒﾝﾄ

(2)生活保護事務の
人事的な評価と異
動基準の確立

(1)職員体制の整備

検討事項報告
第3四半

期
ｺﾒﾝﾄ

実施者
第4四半

期
ｺﾒﾝﾄ

年間
ｺﾒﾝﾄ

確認者コメント 評価内容

1 実施状況良好のため継続 実施内容について、特段問題なし。しかし、さらなる適正実施のため継続が望ましい。

2 目標達成のため完了
実施項目に対する目標に一定程度の達成がみられる。このため、再発防止計画の一環としては完了。しかし、
今後も適正実施を念頭におき実施を意識する。

3 目標達成に努力を要す 実施項目に対する目標に達していないが、概ね実施内容は認められるため、継続して実施する。

4 実施内容に検討を要す
実施項目に対する実施内容について、検討したうえで実施することが望ましい。
見直し結果は速やかに目標に反映する。
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２．研修体制に関する実施項目（職員の意識改革と人材育成）

(1)有用な研修の積
極的な受講

東京都市町村職員研修所で実施
される職員別研修に参加させる
ほか有用な研修を積極的に受講
する

ケースワーカーの新任研修・現
任研修には必ず参加する

職員課

①職員研修所での新任職員研修３名参加（職員
課）
②地区担当員（面接相談員）新任研修[前期]４
名（R３年４月１日付転入者４名
　　内訳：生活福祉課３名・セーフティネットコー
ルセンター１名）参加
（書面開催→東京都通知日R３年４月２８日付）
③査察指導員新任研修[前期]１名（R３年4月1日
付転入者1名）参加
（書面開催→東京都通知日R３年５月２８日付）

①福祉行政課題別研修２名参加予定⇒（書面
開催）
②地区担当員新任研修（後期１日目）４名参加
予定⇒（書面開催）

下記２つの研修は、コロナウィルス感染拡大の
影響により資料配布による書面開催（11月）
①福祉行政課題別研修第2回、第3回各2名
②査察指導員研修2名

【コロナウィルス感染拡大の影響】
下記の研修は、コロナウィルス感染拡大の影
響により資料配布による書面開催（１月）
・査察指導員新任研修【後期】1名

職員
課（職
員研
修所
研修）
生活
福祉
課（そ
の他
の研
修）

総務
部長
（職
員研
修所
研
修）
健康
福祉
部長
（そ
の他

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

(2)近隣市と合同で
研修会等開催

・開催内容や方法などを具体的
に検討していく
・東京都の主催する情報共有の
会議を活用する（ブロック会議
など）

・他地区の情報を共有すること
によって、より広い意識や考え
方を持てるようにする
・他市ケースワーカーとの意見
交換の場を設ける

　
①国立市福祉事務所との合同研修については、
５月中に開催を予定→中止
②６/１６ブロック会議（東京都・区市町村福祉事
務所）報告（査察指導員３名参加。オンライン開
催）
　最近における保護実施上の課題等について
　・有料老人ホームを利用する被保護者が入退
院をした際の取扱い
　・サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料
老人ホームの入所ルール
　・施術における往療料の取扱いについて
　・被保護者健康管理支援事業の実施状況につ
いて
　

コロナウイルス感染拡大の影響により、第２四
半期は国立市福祉事務所との合同研修は実
施出来ず、令和４年３月末までの開催を検討す
るものとする。

11/18（木）東京都生活保護法関係ブロック別事
務打合せ会議（Web会議にて開催）
・医療機関の重複受診と通院交通費の過剰申
請を繰り返す世帯への対応について
・返還金の支払い方法について
・冷房器具の購入認定基準について
・緊急事態宣言解除後の定期訪問の実施につ
いて

＊合同研修を実施してきた国立市福祉事務所
は、地区担当員の着実な増員により、地区担
当員1人当たりの担当世帯数８０世帯を継続出
来ているため、人員体制に関する目標を達成し
た
（R3.10現在　79.4世帯）

生活
福祉
課

健康
福祉
部長

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状況
良好のた
め継続

目標達成
のため完
了

目標達
成のた
め完了

【第４四半期】
・次期計画では[Ⅰ重点実施項目】より【Ⅲ実施
完了項目】に移行し、実施状況を確認していくも
のとする（課長）

(3)スーパービジョ
ンシステムの実施

ケースワーカーが専門家から教
育を受け、また相談できる仕組
みを実施する

・高度な専門技術の取得のため
最低年4回は実施する
・職員の心身状態や仕事の仕方
について第三者からの視点での
発見ができるようにする

５/１９（水）第１回スーパービジョン（５０１会議室
予定）⇒中止

７/２１（水）第２回スーパービジョン（５０３会議
室）⇒開催
【実施内容】
・前半　２件のケースについての事例検討　計
１４名参加（生活福祉課１３名、セーフティネット
コールセンター１名）
・後半　２名スーパーバイザーとの個人面談
（生活福祉課職員２名）
９/２２（水）第３回スーパービジョン（５０３会議
室）⇒開催
・前半　２件のケースについての事例検討　計
１４名参加（生活福祉課１２名、セーフティネット
コールセンター２名）
・後半　２名スーパーバイザーとの個人面談
（生活福祉課職員１名、セーフティネットコール
センター１名）

11/17（水）第４回スーパービジョン（５０３会議
室）⇒開催
【実施内容】
・前半　２件のケースについての事例検討　計１
３名参加（生活福祉課１２名、セーフティネット
コールセンター１名）
・後半　２名スーパーバイザーとの個人面談（生
活福祉課職員２名）

【コロナウィルス感染拡大の影響】
下記２回の研修は、コロナウイルス感染拡大の
影響により中止
・1/26（水）第５回スーパービジョン
・3/9（水）第６回スーパービジョン
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(4)職場内倫理研修

・定期的に倫理研修を実施し、
職員に自覚を持たせて規範意識
を向上
・着任時に全員へ服務規程厳守
や金銭管理のルール徹底等の指
導

・在籍者に対し4半期に一度、
倫理研修実施
・転入職員に対し、着任時に必
ず実施

着任時研修（兼倫理研修）
・４/１付着任者４名（査察１名・地区担当員３名）
に対して、生活福祉課長事務取扱参事が実施。
4/15に実施
研修内容→・生活福祉課職員としての市民に対
する姿勢・職責・社会福祉法・日野市組織規則・
日野市福祉事務所事務の決定等に関する規
定・日野市福祉事務所長委任規則・日野市生活
保護法施行規則・日野市福祉事務所生活保護
業務実施方針・日野市生活保護事務適正化及
び再発防止計画

・コロナウイルス感染拡大の影響により、倫理
研修⇒延期
・第３四半期は実施をする。

①倫理研修
・生活福祉課全職員に対して、生活福祉課長事
務取扱参事が書面開催にて12/21に実施
研修内容⇒ここ４～５年におこった公務員によ
る事件について（福祉事務所名⇒新宿区、大田
区、足立区、立川市、京都府向日市。内容⇒横
領、不適切処理、死体遺棄等）
②着任時研修
・10/1付着任者2名（地区担当員2名）に対して、
生活福祉課長事務取扱参事が10/5に実施。
研修内容→・生活福祉課職員としての市民に対
する姿勢・職責ほか

生活福祉課の掲示板に、その時々に実際に起
こった公務員の不祥事や生活保護受給者によ
る事件等を随時掲載することで、職員への周知
を図った。
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【第４四半期】
・倫理研修については、今まで着実に実行し、
概ね定着して来ているため、【Ⅱ維持継続項
目】に移行し、適切な時期に実施するものとす
る（課長）

セーフティネットコールセン
ター、子ども家庭支援センター
などの対人援助職場がそれぞれ
実施するスーパービジョン等の
研修に相互に参加する

生活福祉課が他課のスーパービジョン研修等に
参加
・在宅療養支援課　スーパーバイザーによる事
例検討会　　　　　　　　　　　　　　　　　6/23開催
生活福祉課職員１名参加 　【内容】「集合住宅に
おける近隣トラブル」
・子ども家庭支援センター　子ども家庭支援ネッ
トワーク連絡協議会地域別会議　　6/17開催（大
坂上中学校）　生活福祉課職員１名参加
6/25開催（第三中学校）　　 生活福祉課職員１
名参加                                    6/30開催（七
生中学校）　　 生活福祉課職員１名参加

・生活福祉課が他課のスーパービジョン研修等
に参加
　在宅療養支援課　7/21開催　生活福祉課職
員１名参加
　【内容】「発達障害と精神疾患を持ち、家族と
トラブルを繰り返す息子への関わりについて」
　在宅療養支援課　8/25開催　生活福祉課職
員１名参加
　【内容】「入退院を繰り返すアルコール依存症
（70代）の家族支援」
在宅療養支援課　9/15開催　生活福祉課職員
１名参加
　【内容】「末期がんの母親の在宅療養を支え
る双極性障害の次男及び長男の価値観の違
いをもった家族への支援について」

・生活福祉課が他課のスーパービジョン研修等
に参加
　在宅療養支援課　10/27開催　生活福祉課職
員１名参加
　【内容】「夫婦共に認知症で混乱を起こす夫へ
の対応及び家族の支援について」
　在宅療養支援課　11/17開催　生活福祉課職
員１名、講師として参加
　【内容】「支援者として関わった方を自死で亡く
した事例をとおして」

生活福祉課が他課のスーパービジョン研修等
に参加
・在宅療養支援課
①１/２０開催　生活福祉課職員１名参加【内
容】「強い相互依存関係で分離に抵抗した虐待
ケース」
②３/２３開催　生活福祉課職員１名参加【内
容】「発達障害と精神疾患を持ち、家族とトラブ
ルを繰り返す息子へのかかわりについて」
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セーフティネットコールセン
ターの面接相談業務と生活福祉
課の地区担当業務を相互に経験
する（面接相談員が地区担当員
の訪問に同行、地区担当員が面
接相談員の面接相談に同席する
など）

①セーフティネットコールセンターの面接相談に
生活福祉課地区担当員が同席
　　・・・１人　２回
②生活福祉課地区担当員の新規ケース訪問に
セーフティネットコールセンターの
　　面接相談員が同行・・・・・・ ３人　 ４回

①セーフティネットコールセンターの面接相談
に生活福祉課地区担当員が同席　　　・・・３人
４回
②生活福祉課地区担当員の新規ケース訪問
にセーフティネットコールセンターの面接相談
員が同行・・・ ４人　７回

①セーフティネットコールセンターの面接相談に
生活福祉課地区担当員が同席　　　・・・４人　５
回
②生活福祉課地区担当員の新規ケース訪問に
セーフティネットコールセンターの面接相談員が
同行・・・ ３人　４回

【コロナウィルス感染拡大の影響】
①セーフティネットコールセンターの面接相談に
生活福祉課地区担当員が同席　　　・・・０人　０
回
②生活福祉課地区担当員の新規ケース訪問に
セーフティネットコールセンターの面接相談員
が同行・・・２人　２回
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第4四半
期

ｺﾒﾝﾄ

年間
ｺﾒﾝﾄ

検討事項報告実施者
確
認
者

第1四
半期
ｺﾒﾝﾄ

第2四
半期
ｺﾒﾝﾄ

中間
ｺﾒﾝﾄ

第3四半
期

ｺﾒﾝﾄ

期別報告

委

市

生活福祉課

四
半
期

(5)対人援助を所管
する各課との相互
研修

対人援助職場の孤立化防止を図
り、面接相談員と地区担当員の
相互の立場を理解し、連携が円
滑に進むように業務交流を行う



日野市生活保護事務適正化のための再発防止計画（２０１９年度～２０２１年度） 
委→委員会提案
市→市の実施する
再発防止策

Ⅰ．重点実施項目(優先順位、重要度が高く、努力を要するもの　→　四半期ごと確認）

実施項目 具体的内容 最終年度における目標
実施担当部

署
確認
時期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

３．生活保護事務適正化に関する実施項目

①査察指導員が訪問管理台帳を
活用し、訪問調査活動の進捗状
況を確認し、指導・助言する

訪問調査活動を、計画通りに実
施するようにする（現状約
70％）
　以下の通り年度ごとの計画目
標を設定する
　　２０１９年度：８０％以上
　　２０２０年度：９０％以上
　　２０２１年度：100％

4～6月　CW２０名（産休１名除き実態は１９名）
の平均訪問率６９．１％

＊昨年（R２年度）４～６月　平均訪問率２１．９％
なので大幅に向上した。
＊訪問率の向上した主な要因
・昨年同時期と同じく緊急事態宣言下であるが、
電話による訪問も積極的に活用した結果、訪問
率が大幅に向上した。尚、緊急事態宣言下、他
福祉事務所は訪問を全て止めて電話訪問のみ
実施をする中（２６市査察指導員連絡協議会に
て確認）、日野市福祉事務所は、最大限の感染
対策を行いながら、新規ケース訪問、緊急対応
による訪問等、必要性の高い訪問は実施をして
いる。

4～9月　CW２０名（産休１名除き実態は１９名）
の平均訪問率６３．２％

第１四半期と同様、緊急事態宣言下であるが、
電話による訪問も積極的に活用した結果、訪
問率は概ね良好な水準を保っている。尚、緊急
事態宣言下、他福祉事務所は訪問を全て止め
て電話訪問のみ実施をする中（２６市査察指導
員連絡協議会にて確認）、日野市福祉事務所
は、最大限の感染対策を行いながら、新規
ケース訪問、緊急対応による訪問等、必要性
の高い訪問は継続して実施をしている。

4～12月　CW２０名（産休１名除き実態は１９名）
の平均訪問率５９．８％

電話による訪問も積極的に活用した結果、訪問
率は概ね良好な水準を保っている。令和3年12
月に開催された査察指導員連絡協議会で、緊
急事態宣言終了後の訪問調査の実施状況につ
いて話し合いがもたれたが、概ね半分程度の福
祉事務所が、引き続き訪問を止めて電話訪問
のみ実施をしている状況であった。日野市福祉
事務所は、最大限の感染対策を行いながら、新
規ケース訪問、緊急対応による訪問、必要な訪
問を実施をしている。

4～3月 CW２０名（育休１名除き実態は１９名）
の平均訪問率　　６２．７％

まん延防止等重点措置の時期に重なったが、
電話による訪問を積極的に活用する等、必要
な訪問調査の実施に努めた。
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②生活保護電算システムのリス
トを利用して査察指導員や庶務
係職員が、ケースワーカーの事
務の進捗状況を確認する
(リスト活用が有用なものは随時
検討する)

使用したリスト
・学童服、運動着
・児童育成手当、児童手当、児童扶養手当
・修学旅行支度準備金
・不動産保有台帳
・重度障害者加算者、特別障害者手当
・年金リスト

使用したリスト
・年金リスト
・課税調査
・夏季健全育成費
・児童育成手当、児童手当、児童扶養手当

使用したリスト
・年金リスト
・課税調査
・児童扶養手当
・障害者加算（会計検査院提出資料作成時使
用）
・重度障害者加算（会計検査院提出資料作成
時使用）

使用したリスト
・障害者加算（会計検査院提出資料作成時使
用）
・重度障害者加算（会計検査院提出資料作成
時使用）
・児童手当　・年金支援給付金
・指定教材費　・年長、小中学生リスト
・児童扶養手当、重度心障手当
・母子加算、児童養育加算
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③ケースワーカーが、事務処理
の進捗状況を自己申告できるよ
うにする

生活保護事務適正化プログラムによる自己
チェックおよび申告
・チェック内容
　返還金・徴収金処理状況、定期訪問調査実施
状況、収入認定処理状況、医療処理状況、新規
起案及び未引継ぎ状況等

第１四半期と同じ 第１四半期と同じ 第１四半期と同じ
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【第２四半期】医療関係項目等、中々改善が進
まない項目があるため、項目・運用方法等の１
部見直しを今後検討すること（課長）。

④返還金決定の処理状況の進捗
状況の確認をする

生活保護事務適正化プログラムにより返還金起
案状況のチェックを行ったところ、次のように返
還金起案の未処理があった。
【６月末合計未処理件数　53件】
【内訳】
・１４件処理継続中1名、１０件処理継続中１名（R
３．４月に異動した地区担当員の未処理分）、５
件処理継続中２名、４件処理継続中１名、３件処
理継続中２名、２件処理継続中３名、１件処理継
続中３名
・６３条、７８条徴収について新たに別表を設けて
進捗状況の可視化を図り、管理をして行くことに
した。
・１４件未処理の１名については、速やかな処理
の実施をするよう指導すると共に、進行状況を
都度把握している。

生活保護事務適正化プログラムにより返還金
起案状況のチェックを行ったところ、次のように
返還金起案の未処理があった。
【9月末合計未処理件数　64件】
【内訳】
10件処理継続中1名、8件処理継続中１名、７
件処理継続中２名、５件処理継続中２名、４件
処理継続中３名、２件処理継続中２名、１件処
理継続中６名
処理継続中案件の内、すぐに処理できる案件
については、早急に処理するよう指導をして行
く

生活保護事務適正化プログラムにより返還金
起案状況のチェックを行ったところ、次のように
返還金起案の未処理があった。
【12月末合計未処理件数　64件】
【内訳】
11件処理継続中１名、９件処理継続中１名、７
件処理継続中２名、５件処理継続中１名、４件
処理継続中２名、３件処理継続中３件、２件処
理継続中２名、１件処理継続中４名
処理継続中案件の内、すぐに処理できる案件に
ついては、早急に処理するよう指導をして行く

・生活保護事務適正化プログラムにより返還金
起案状況のチェックを行ったところ、次のように
返還金起案の未処理があった。
【3月末合計未処理件数　59件】
【内訳】
・１２件未処理１名、８件未処理１名、５件未処
理３名、４件未処理２名、３件未処理２名、２件
未処理４名、１件未処理２名
・返還金台帳を有効活用し、未処理案件につい
ては早急に処理をするように指導をして行く

査察
指導
員

生活
福祉
課長

目標達
成に努
力を要
す

目標達
成に努
力を要
す

目標達
成に努
力を要
す

目標達成
に努力を
要す

目標達成
に努力を
要す

目標達
成に努
力を要
す

【第２四半期】
・返還金の処理を速やかに進めること（参事）。
・返還金処理については、滞ること無く進めて
行くこと（部長）。
【第３四半期】
・引き続き、返還金の処理を速やかに進めるこ
と（課長）。
・対象ケース一覧を作成し課内での情報共有を
始めたことは評価できる。今後は宝の持ち腐れ
にならないよう、当該リストの有効活用を図るこ
と（部長）。
【第４四半期】
・遅滞なく実施するために、定期的なチェックを
強化されたい（課長）。

⑤業者に支払う請求書類につい
て、経理担当が一括管理を行
い、定期的にケースワーカーに
決定漏れがないか確認をする

・毎週月曜日、庶務係がチェックの上、定期的に
CWの請求書の処理漏れが無いか確認を徹底し
た
・未処理が発見された時は、庶務係からCWへ事
情を聴き、速やかに処理をするようにしている。

第１四半期と同じ 第１四半期と同じ

・毎週月曜日、庶務係がチェックの上、定期的
にCWの請求書の処理漏れが無いか確認を徹
底した
・未処理が発見された時は、庶務係からCWへ
事情を聞き、速やかに処理するようにしている
・上記の確認等の対策の結果、請求書の処理
漏れにより、支払いが遅れるような事例は所見
されなかった

査察
指導
員
庶務
係職
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

⑥収入申告書等の書類をケース
ワーカーではなく、庶務係職員
が受付けするように改善する

収入申告書、保護申請書等の書類について、全
CW分を換算すると膨大な数が毎日送付又は持
参される。それを少人数の庶務係職員で受付す
るのは現実的ではなく、担当のCWが受付をした
方が効率的である。従って、現在CWが受付処理
をしている。

第１四半期と同じ 第１四半期と同じ 第１四半期と同じ
庶務
係職
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

実施内
容に検
討を要
す

実施内
容に検
討を要
す

実施内容
に検討を
要す

実施内容
に検討を
要す

実施内
容に検
討を要
す

【第１四半期】
当項目については左記（着別報告）に記載とお
り、内容が現状と照らし合わせて相応しい物と
言えない。次期再発防止計画（2022年度～）に
おいて、この項目の内容変更につき検討をする
（課長）。

①生活保護費支給に関する事務
処理のスケジュールについて期
限を厳守するよう指導する

・生活福祉課の掲示板に、生活援護係の必要な
事務処理、重要な伝達事項等を毎日更新の上
掲載し、毎朝の朝礼で確認をすることで、遅滞・
漏れの無いよう指導した。
・毎月の定例の生活援護係会（書面開催）で、当
月に処理すべき事務処理（特例払い・定例払い
の処理期限等）を確認、遅滞・漏れのないよう指
導した
・庶務係係会ミーティングで、当月の事務処理に
ついて確認した
・システム管理者が、支給に係る１年間の各〆
切日を課内周知した

第1四半期と同じ 第１四半期と同じ 第1四半期と同じ
査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状
況良好
のため
継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

②現金管理規定について厳守す
るよう指導する

・毎月の定例の係会にて規程を守り、手順を必
ず守るよう周知徹底
・着任時研修の際に、現金管理規定を配布し指
導を行った
・金庫内に残っていた遺留金（死亡等）について
は、法務局で弁済供託手続きを行い、処理をし
た。
*資料：日野市生活福祉課現金等取扱規程

・毎月の定例の係会にて規定を守り、手順を必
ず守るよう周知徹底
・金庫内に未処理の遺留金が散見している
*資料：日野市生活福祉課現金等取扱規程

・金庫内に残っていた遺留金、遺留品につい
て、再度法務局で弁済供託手続きを行い処理
をした。遺留金、遺留品がかなり整理をされて
減ったことにより、２つの金庫で保管をしていた
ものが、1つの金庫の保管で済むようになった。
・毎月の定例の係会にて規定を守り、手順を必
ず守るよう周知徹底

*資料：日野市生活福祉課現金等取扱規程

・第３四半期に再度法務局で弁済供託手続きを
行い処理をした結果、２つの金庫で保管をして
いたものが、１つの金庫の保管で済むように
なった。第４四半期も、1つの金庫の保管で済
んでいる。
・毎月の定例の係会にて規定を守り、主潤を必
ず守るよう周知徹底

＊資料：日野市生活福祉課現金等取扱規定

査察
指導
員
庶務
係長

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

目標達
成に努
力を要
す

目標達
成に努
力を要
す

実施状況
良好のた
め継続

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

【第２四半期】
・定期的な金庫内の点検を実施すること（参
事）。
・金庫保管物の滞留については、確実に解消を
すること（部長）。

第4四半
期

ｺﾒﾝﾄ

年間
ｺﾒﾝﾄ

検討事項報告

期別報告

実施者
確
認
者

第1四
半期
ｺﾒﾝﾄ

第2四
半期
ｺﾒﾝﾄ

中間
ｺﾒﾝﾄ

第3四半
期

ｺﾒﾝﾄ

(1)チェック体制の
強化
※①～⑤は、自主
的内部点検を実施
する

支給決定や支払などの事務処理
の滞留のないよう適正な生活保
護事務を実施するため、左記の
仕組みを確立させる

生活福祉課
四
半
期

市

(2)ルールの遵守



日野市生活保護事務適正化のための再発防止計画（２０１９年度～２０２１年度） 
委→委員会提案
市→市の実施する
再発防止策

Ⅱ．維持継続項目（仕組みが構築されたが、実施状況の検証が特に必要なもの→半期ごと確認）

実施項目 具体的内容 最終年度における目標
実施担
当部署

確
認
時
期

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

１．研修体制に関する実施項目

(1)社会福祉主
事資格認定通
信課程の受講

特別旅費と受講費用を予
算に計上する

ケースワーカーが社会福
祉主事資格認定通信課程
を受講することにより、
高度な専門技術を取得す
る（全員が受講）

生活福祉課半期 委

令和2年10月に新規採用したCW１名、令和３年4月
に新規採用したCW３名、令和３年４月に人事異動
した面接相談員１名に対し受講料の支出を行った
（第１四半期）
令和４年度について、CW４名分の受講料及び特別
旅費の予算計上のため、10/1からの予算入力予定
とした。コロナウィルス感染拡大防止のため、ス
クーリングが中止となり、Youtubeでの受講のため、
R３年度は特別旅費の不要額が発生する（第２四半
期）

令和２年度転入CW１名、令和３年度転入CW３
名、面接相談員１名計５名受講。通信学習は例
年とおり実施されたが、スクーリング（宿泊研
修）はコロナウイルス感染拡大の影響を受けて
中止。その代替手段として、Uチューブ動画によ
る講義が開催され、全員受講した。
ただし、スクーリング（宿泊研修）において、CW
１名が不注意により単位を落としてしまい、その
結果令和４年度も改めてスクーリングを受ける
ことになってしまった。

生活福祉課
生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

目標達
成に努
力を要
す

【第2四半期】
CWの受講状況について、随時情報共有を図ること
（課長）

２．生活保護事務適正化に関する実施項目

①年間業務計画表を作成
し､業務スケジュールを明
確化、毎月の係会で周知
徹底を図る

生活福祉課掲示板において、年間業務計画表を掲
示することで、業務スケジュールの周知徹底を図っ
た

生活福祉課掲示板において、年間業務計画表
を掲示することで、業務スケジュールの周知徹
底を図った

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

②一括で行った方が効率
的な業務について担当を
決め、一元処理を行う

・基準改定の通知書の発送のとりまとめ
・介護加算事務のとりまとめ
・給食費支給事務のとりまとめ

・基準改定の通知書の発送のとりまとめ
・介護加算事務のとりまとめ
・給食費支給事務のとりまとめ

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

①事務スペースの整理整
頓を徹底し、事務書類等
の所在を明確にする
(不在の職員に届いた書類
などを、周りの職員が日
付などをメモし、決めら
れた場所に保管する)

不在の職員に届いた書類については、クリアファイ
ル等に入れ、日付をメモし、専用のレターケースに
保管した

不在の職員に届いた書類については、クリア
ファイル等に入れ、日付をメモし、専用のレター
ケースに保管した

生活
福祉
課

生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

②業者払いの請求書につ
いては、原本を庶務係職
員が一元管理

・毎週月曜日、庶務係がチェックの上、定期的
にCWの請求書の処理漏れが無いか確認を徹
底した
・未処理が発見された時は、庶務係からCWへ
事情を聴き、速やかに処理をするようにしてい
る。

・毎週月曜日、庶務係がチェックの上、定期的
にCWの請求書の処理漏れが無いか確認を徹
底した
・未処理が発見された時は、庶務係からCWへ
事情を聞き、速やかに処理するようにしている
・上記の確認等の対策の結果、請求書の処理
漏れにより、支払いが遅れるような事例は所見
されなかった

査察
指導
員
庶務
係職
員

生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

③保護申請書や収入申告
書等の書類について、そ
れぞれが管理するのでは
なく、一か所で一元管理
する(平成28年度に専用の
レターケースを購入し保
管場所の整備を行った)

現在は、レターケースではなく、専用キャビネットに
て一元管理をしている。保護申請書や収入申告書
等個人情報等の管理は的確に行われている。

第２四半期に同じ
地区
担当
員

生活
福祉
課長

実施状況
良好のた
め継続

実施状
況良好
のため
継続

【第４四半期】
・次期計画では、実態に併せて文言を修正（レター
ケース⇒専用キャビネット）すること（課長）

検討事項報告
年間
ｺﾒﾝﾄ

中間
ｺﾒﾝﾄ

(2)事務スペー
スの整理整頓

実施者
確
認
者

第1四
半期
ｺﾒﾝﾄ

期別報告

支給決定や支払などの事
務処理の滞留のないよう
適正な生活保護事務を実
施するため、左記の仕組
みを確立させる

生活福祉課半期 市

(1)チェック体
制の強化

第3四半
期

ｺﾒﾝﾄ

第2四
半期
ｺﾒﾝﾄ

第4四半
期

ｺﾒﾝﾄ



日野市生活保護事務適正化のための再発防止計画（２０１９年度～２０２１年度） 
委→委員会提案
市→市の実施する
再発防止策

Ⅲ．実施完了項目（目標を達成したが実施状況を確認していくもの　→　年度ごと確認）

実施項目 実施した内容 継続すべき内容
実施担
当部署

確
認
時
期

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

１．人員体制に関する実施項目

(1)職員体制の
整備

査察指導員の増員
査察指導員1人当たりケー
スワーカー5～６人

標準数とされる査察指導
員1人に対し、ケースワー
カー６人を維持する

職員課 年度 委 職員課 総務部長

実施状
況良好
のため
継続

２．生活保護事務適正化に関する実施項目

(1)担当ケース
ワーカー以外
の連絡先の周
知

平成28年4月に保護のし
おりを改版し、担当ケー
スワーカー以外の問い合
わせ先・相談先を記載
し、周知した

利用者が担当以外にも相
談・確認ができる環境と
する

委
生活
福祉
課

健康
福祉
部長

実施状
況良好
のため
継続

①ケースワーカーの訪問
調査活動をホワイトボー
ド予定表へわかりやすく
記載

ケースワーカーの日々の
活動状況を誰でも分かる
ようにし、活動状況の透
明性をはかる

地区
担当
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

②生活保護電算システム
の課長権限パスワードを
1ヶ月に1回変更し、部長
へ報告する

課長以外が、生活保護シ
ステムの決裁処理を不正
に行えないようにする

生活
福祉
課長

健康
福祉
部長

実施状
況良好
のため
継続

【第４四半期】
・次期計画では、現状に併せて、「実施した内容」の
項目を修正すること（課長）

③従来の通知書に収入認
定の明細欄を加え、保護
世帯がわかりやすい新様
式の通知を作成。
平成28年4月から保護決
定通知書での通知を実施

保護世帯も収入認定の内
容を確認・チェックがで
きるようになり、透明性
を図る
※次期システム移行の際
に、改善点を反映する

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

【第４四半期】
・通知書については、既に分かりやすい通知に改訂
済みであるため、次期計画では、当項目は削除を
すること（課長）

(3)ルールの遵
守

平成29年5月に現金管理
の取扱いについて規定を
作成した

生活福祉課現金等取扱規
程を運用
（今後も随時見直しを図
る）

査察
指導
員
庶務
係長

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

①指導検査結果通知を市
長決裁とし、指導検査結
果を市全体で情報共有

市全体で、指導状況や課
題の共有を図る

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

②助言・指導事項につい
て、一覧表を作成し課内
で共有した

一覧表の内容を情報共有
し、その改善策とノウハ
ウの共有を図る

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

(5)ケースワー
カーの担当地
区の定期的な
変更

定期的にケースワーカー
の担当地区替えを実施
(2年を上限に担当地区を
変更)

ケースワーカーの孤立化
を防ぎ、生活保護事務の
透明性と適正性、均質性
を図る

査察
指導
員

生活
福祉
課長

実施状
況良好
のため
継続

(6)日野市の対
応策の公表

平成28年4月15日付広
報、同時に市ホームペー
ジに日野市生活保護事務
適正化に関する第三者検
討委員会の報告書が市に
提出されたことを掲載、
平成28年4月26日付「都
政日報」により同内容が
掲載された

次期計画について、市HP
に掲載する
※取り組み状況について
も、市HPに年度ごと掲載
する

生活福祉
課

年
度

市
生活
福祉
課

健康
福祉
部長

実施状
況良好
のため
継続

生活福祉
課

年
度

市

中間
ｺﾒﾝﾄ

第3四半
期

ｺﾒﾝﾄ

・平成28年度から平成30年度の計画の報告、平成31年4月からの計画についてＨＰに掲載

人事異動とは別に、２年同じ地区を受け持ったケースワーカーの担当地区を変更した。担当ケースワーカーが問題を抱え込むことを防止し、生活保護事務の透明性と適正性、均質性を図った

・ホワイトボードへの記載は、年間を通じてケースワーカーの訪問調査活動などの確認のため継続。引き続き有効に活用できている
・訪問管理簿により、査察指導員が訪問活動のチェックができている

生活保護業務システムについて、情報セキュリティポリシーに準じて管理を行った

平成28年度に変更した保護決定通知書を継続使用中。

【指導検査結果と対応状況】
令和3年度指導検査の結果は、勧告事項が1件、その内容は、実施体制の不備（現業員5名不足）についての指摘であった。（前年度は助言）
これにより、生活保護制度の適正な実施のために引き続き人員増に努めていく。
　助言項目については下記の通り、通知があったため、問題点を把握し、改善に努めていく。

１．勧告事項
「貴市福祉事務所においては、指導検査の時点において、現業を行う所員の数が、社会福祉法（昭和26年法律45号）で定める標準数の27名に対し22名
と、5名不足しています。
ついては、福祉事務所全体がその機能を十分発揮し、生活保護制度の適正な運営を確保できるよう、引き続き所要人員の確保等実施体制整備に努め
てください。」
２．助言事項
（１）却下
却下理由の記載不十分
・「法第28条第5項該当」のみで訪問・調査拒否などの具体的な記載がなし。
・要否判定結果の記載なし。
・却下理由を「境界層該当のため」としている。
・決定通知書の要否判定の記載誤り
（２）無料低額宿泊所入所者
・要事項説明書（写）の徴取なし。
・宿泊契約と食事等の生活サービス契約が別契約となっていない。
・日常生活支援住居施設：個別支援計画について6か月毎の施設等との協議、見直しなし。
・計画書を確認するだけでなく、協議した内容等については必ずケース記録に記載する。
（３）訪問調査
・訪問調査（電話連絡等含む）実施不十分５件（うち、長期未訪問１件）　　・訪問目的：住宅維持費支給後の臨時訪問による確認なし　1件
・問題なし率　50.0％　計画に対する実施率65.4％
（４）医療扶助
・頻回受診について     ・長期入院患者について　・自立支援医療適用について  ・治療材料の給付について　・施術の給付について

令和４年３月の生活援護係掲示板において、助言・指導事項について周知し共有を図った
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(2)チェック体
制の強化

(4)毎年実施さ
れる東京都の
指導検査結果
の業務への反
映
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２０１９年度の「保護のしおり」改訂版にも同様の内容を記載。加えて担当ケースワーカー以外にも相談・確認できる環境となるように、各職員が利用者からの問合せ等について、積極的に対応し
ている。

期別報告（年間）

現業員２３名（面接相談員４名（産休育休計２名除く）＋地区担当員１８名（育休２名除く））に対して、査察指導員（面接担当１名＋生活保護担当３名）のため、査察指導員の標準数の配置としてい
る。

・随時、金庫に滞留している金品についてチェックを入れ、処理完了まで確認した
・定期的に弁済供託手続きを行い処理をした結果、２つの金庫で保管をしていたものが、１つの金庫の保管で済むようになった。第４四半期も、1つの金庫の保管で済んでいる。
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検討事項報告


